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基調講演

「犯罪被害者のメンタルヘルスとその支援・治療の発展、
今後の課題」

　　　講演者：武蔵野大学人間科学部　人間社会研究科　教授　中島　聡美 氏　

皆様、こんにちは。ただ今ご紹介
をいただきました、武蔵野大学の中
島と申します。

このたびは、犯罪被害者支援30年、
犯罪被害給付制度および救援基金40
年の記念式典でもあります。このよ
うな記念すべき日にお話しする機会
を与えていただきましたこと、御礼
申し上げます。

まずは、この長きにわたり犯罪被害者の支援にかかわられてきた皆様に、心からの敬意を表
します。

私のような者が基調講演をしていいのかという気持ちもございますけれども、全国被害者支
援ネットワークの設立前よりも被害者支援にかかわらせていただいた経緯がございますので、
その歴史も振り返りつつ、皆様のお役に少しでも立てればよいかと思っております。

最初に少し厳しい話になりますが、私はこの挨拶をする時に「30年、40年の記念式典おめで
とうございます」と言うかどうかということで非常に考えました。「おめでとう」というのは
一体誰に対して言う言葉なのかということを考えたんですね。そうすると、この「おめでとう」
という言葉を使うことはできないなというふうに思ったのです。

被害者の方にとって「おめでとう」という言葉は、被害に遭われた以上、使えないというこ
ともございますし、もう一つは、私たちにとっての30年、40年ではなく、被害者の方にとって、
これがいかに充実したものであるかどうかということで評価されるべきと感じておりましたの
で、「おめでとう」という言葉を使うことはできなかったということを最初に申し添えさせて
いただきます。

本日の話の内容としましては、私事ではございますが、犯罪被害者支援との出会いから振り
返り、犯罪被害者のメンタルヘルスの課題と、その心理的支援のあり方。そして、犯罪被害者
等施策との関連についての推進、現状の精神科医療と支援団体等の連携について、お話をさせ
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ていただきたいと思います。

犯罪被害者支援の歴史については、もう皆様よくご存じで、私がお話しするようなことでは
ないと思いますが、少し振り返らせていただきますと、今回40年を迎える犯罪被害給付制度が
できるに当たって非常に尽力された方は、ご遺族である市瀬朝一さんではないかと思います。

被害者支援というものがないという現状は、被害当事者およびご遺族でなければわからない
苦痛だったのではないかと思います。

残念ながら市瀬さんは給付制度が作られる前にお亡くなりになってしまいましたが、その功
績は色あせるものでないと思います。

そしてまた、犯罪被害給付制度の10周年記念シンポジウムの時に、全国ネットワークの顧問
でいらっしゃる大久保惠美子さんの発言が非常に大きな役割を果たしたというふうに皆さんも
感じてらっしゃると思いますし、私も思っております。

そのあと、山上先生が、その声に応えて犯罪被害者相談室を設立されたということが、引き
続きあり、国としては警察庁が共に活動を行われてきました。その記念すべき節目が、このシ
ンポジウムなんだということを、この講演の準備をしながら私は、あらためて感じさせていた
だきました。

私自身がかかわったのはいつからかという話になります。
常磐大学に就任する１年前に、今のいばらき被害者支援センターの前身、水戸被害者支援セ

ンターが作られまして、精神科医であるということで、ぜひこちらにかかわったらどうかとい
うお話をいただきまして、ご協力できればということで始めさせていただきました。

その後、全国被害者支援ネットワークが作られ、犯罪被害者等基本法ができ、今このような
30年、40年という時を迎えています。

今日お話しするのは、その中でも、犯罪被害者の方の心の回復に、私たちはどのようなこと
を今までしてきたか、どのようなことができるようになってきたのか。また、足りないものは
何なのかということを考えていけたらと思っております。

水戸被害者支援センターができたのは1995年で、全国被害者支援ネットワークの加盟団体と
して恐らく２番目というふうに聞いております。

いばらき被害者支援センターの創設に当たっては常磐大学の教員の方々が多くかかわってい
らっしゃいました。全国ネットワークの顧問の冨田先生も中心的に活躍されていらっしゃいま
した。

私はその中で教えていただきながらかかわっていたというような状況でした。水戸被害者支
援センターには、アメリカの「ＮＯＶＡ」という被害者支援団体の設立メンバーでもあるジョ
ン・ドゥーシッチ先生がいらっしゃいました。

この時は、まだ日本でも被害者支援とは何ぞやという状況でございましたので、欧米の活動
を参考にしながら進まざるを得なかった時期であります。

ドゥーシッチ先生がいたおかげで、私はアメリカやヨーロッパのいろいろな被害者支援の団
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体を見学させていただきました。そこで、お話を伺うことができたのが非常に大きな機会だっ
たというふうに思っております。

被害者支援というものが、司法支援を含むアドボカシー活動であることを諸外国の活動を見
て学ばせていただきました。

いろいろ諸外国を見させていただいた中でも特に私の記憶に残っているのが、ここにパンフ
レットが載っているんですが、アリゾナ州トゥーソンの「ピマ カウンティ」というところの
検察局にある被害者支援プログラムです。そこで、私たちも数日間、研修を受けさせていただ
きました。

「ピマ カウンティ」のプログラムと
いうのは全米でも非常に貴重な活動で、
どのようなことをしていたかといいま
すと、24時間の危機介入です。特に夜
間、２台の車でボランティアの方がパ
トロールをしていまして、警察の連絡
を受けて、すぐその場に駆けつけると
いう、本当に危機介入をするプログラ
ムを実施されていたんですね。それを

行っているのは、民間の方が研修を受けてボランティアで行っていました。
実際に車にも乗せていただきましたが、私が乗った晩、交通事故が１件ございまして、警察

から連絡があってボランティアの方が駆けつけると、被害者の方は幸い、お怪我はなかったん
ですけれども、本当に茫然としてらっしゃったんですね。そこにボランティアの支援員の方が
駆けつけられて声をかけて、すごくほっとされていた様子を覚えております。

これはすごいなと思いました。被害者の方が本当に今一番困っている時に支援を提供できる
このシステムは本当にすごいとは思ったんですけれども、アメリカでもそれはここぐらいしか
やっていないところだったと思うので、大変な労力がかかることでもあると思いました。

また、検察局のプログラムでしたので司法支援に関しては非常に充実しており、その研修も
非常に丁寧に行っていました。

当時、日本の被害者支援の中では、付き添いであるとか傍聴のサービスはなかったと思いま
す。私たちができるところは何かを考えた時に、まず司法に関する付き添いであろうというこ
とで、その研修を早速、水戸被害者支援センターで始めた記憶がございます。

今、皆さんこういったアドボカシー活動のことを「直接的支援」と呼んでらっしゃると思う
んですけれども、私たちがここで、そういう活動を何ていうかなと、みんなで話し合った記憶
があります。ウィットネスというわけにもいきませんし、アドボケートもちょっとなじまない
ということで、直接的支援と取りあえず言おうかというふうになりました。たぶん今もその言
葉が使われるきっかけではないかと思います。
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私の専門であるメンタルヘルスに関しては、その当時は日本ではＰＴＳＤに関する治療や研
究はほとんどない状況でした。

そのころ、（その分野で）一番進んでいたのがアメリカです。アメリカの中でも「National 
Center for PTSD」という施設があり、そこは退役軍人局が作ったＰＴＳＤの研究機関ですが、
恐らく当時は一番（研究が）進んでいたところだと思います。

当時、東京の犯罪被害者相談室の室長であった小西聖子先生がお声をかけてくださり、犯罪
被害者や被災者の支援をしていた精神科医の人たちが一緒に行って、そこで学ぶ機会を得まし
た。

私たちは、ＰＴＳＤというものがどういうものかということを把握するレベルだったのです
が、もうここでは様々な治療の研究が進められておりまして、大変参考になったのを覚えてお
ります。

その後、私自身は国立精神・神経医療研究センターで犯罪被害者等支援研究室長という立場
で仕事をするようになりましたが、そこでＰＴＳＤの治療や犯罪被害者の方のメンタルヘルス、
そして、少しお話ししますが、複雑性悲嘆と呼ばれる悲嘆の問題を研究、あるいは実際の臨床
として行うようになりました。

手前味噌で恐縮ですけれど、国立精神・神経医療研究センターにいた時に少しさせていただ
いた研究の成果として「犯罪被害者のメンタルヘルス情報ページ」の作成がございます。現在
これは武蔵野大学の心理臨床センターのホームページに置かれており、被害者の方、また支援
者の方が様々な情報を見られるようにしております。

また、書籍として『犯罪被害者のメ
ンタルヘルス』という本、これは専門
家の方向け、支援者の特に心理、精
神科医療の関係者向けに作成したもの
です。当時、心理の現場、精神科医療
の現場では犯罪被害者について知る機
会がほとんどございませんでしたので、
こういった書籍を通して理解してもら
おうということで作成いたしました。

現在は、遺族の方の悲嘆の中でも複雑性悲嘆、遷延性悲嘆と呼ばれている状態についての治
療の研究を行っておりまして、こちらもホームページがございます。アメリカのコロンビア大
学のシア先生という方の作ったプログラムを日本のご遺族の方に提供することをしております。

それでは、犯罪被害者の方のメンタルヘルスと、その治療や支援についてこれからお話しし
ていきたいと思います。

ここはもう皆さんよくご存じだと思うんですが、犯罪被害に遭うとどんな心理的な影響を受
けるかということです。一つは、ここにあるように、恐怖の体験によってトラウマ反応が生じ
るというもの。そして、喪失によって生じる悲嘆や、うつの症状。

また、犯罪被害には、直接のこういった被害にとどまらない二次的なストレスが非常に大き
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いことがわかっています。
司法とのかかわりだけでなく、生活をしていくことや、場合によっては、被害者自身の病気

あるいはご家族の看護などで様々な福祉制度の利用を必要とすることもあります。生活困難に
なることもあります。

この二次的なストレスこそが、恐らく支援員の方々の一番かかわる部分ではないかと思いま
すが、様々な精神健康の問題を引き起こします。

もちろん、すべての方が精神障害になるわけではなく、適切なケアあるいはご自身の力によっ
て回復されていく方も多いです。しかし、長期的に見ると精神障害の問題、特に心的外傷後ス
トレス障害であるとか、うつ病、先ほど言った遷延性悲嘆の問題が大きいことがわかっています。

実際に被害者の方に精神健康の問題が多いことは様々な研究で言われています。大規模なも
のとしては警察庁が行っている犯罪被害類型別調査というのがございます。何年かおきに行わ
れているもので、一番最近のものが平成29年度の調査になるかと思います。（この調査では）
Web 上で、被害経験がある方と、そうでない方に質問をしています。

過去１カ月の体の健康の問題は、被
害者の方が多いことは多いですが、こ
れは結構、被害のない方にも見られま
す。

ところが、精神的な問題になると、
明らかに被害者の方が多くなっていま
す。

さらに、これはＫ６という、精神健
康のスクリーニング調査ですが、13点

以上というと医療が必要なレベルなんですね。そういう方の割合は、被害のない方が9.1％に
対して、性暴力被害者、ＤＶ被害者では20％、殺人・傷害等の被害の方では23％と顕著に多く
なっています。

やはり長期的に見た時に精神健康の問題は非常に重要であることが、こういう調査からも示
唆されると思います。

こちらオーストラリアの調査で、実際にどういった精神健康の問題があるかというのを大規
模な調査で調べたものです。これは（対象が）女性だけの調査ですが、被害を経験された方で
何らかの精神健康の問題、精神障害を抱えた方が実に64％いらっしゃる。これは被害を受けて
ない方の４倍以上であることがわかりました。

気分障害、不安障害、先ほど言ったＰＴＳＤだけでなく、薬物関連障害も多いです。薬物関
連障害って何でだろうと思われるかもしれないですが、日本ではたぶんアルコール関連障害が
多いんじゃないかと思います。

皆さんもそうだと思いますが、何か心の苦痛があったり眠れない時に、すぐに精神科に行け
る人は少ないと思います。
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それは被害者の方も同じで、特にＰＴＳＤとなりますと非常に深刻な不眠になります。そう
しますと、お酒で緩和しよう、この苦しさを紛らわそうとした時に、こういった薬物関連障害
のリスクが上がってくることが考えられると思います。

ＰＴＳＤに関して言うならば、被害ごとに見ていく研究もあります。国によって多少、有病
率は異なってきますが、多くの研究が、やはりレイプ、強制性交等によるＰＴＳＤの割合が非
常に高くなるということを報告しております。これは自然災害に比べると非常に高い割合です。

また、身体的な暴行や、銃撃でも PTSD となる割合が高いです。また、それだけでなく目
撃、例えば、ＤＶの家庭における子どもの目撃などもここに入るわけですが PTSD になります。
そういった対人暴力におけるＰＴＳＤの割合が非常に高いです。

また、これは私どもの調査研究のデータですが、犯罪被害当事者の団体の方に調査したものです
が、60％ぐらいの方がＰＴＳＤを経験したという、深刻な結果があることがわかりました。

犯罪被害者の方の平穏な生活あるい
は回復のためには、やはり精神健康の
問題にアプローチすることが重要であ
ると思います。

それでは日本で犯罪被害者の心のケ
アや治療はどのように進んできたのか
を見ていきたいと思います。

こちらは先ほどもお話しした犯罪被
害給付制度10周年記念シンポジウムで、

顧問の大久保さんがお話しになられた言葉です。この1991年の時と今と、どれぐらい変わった
のか。これが私たちが検証すべきことであるというふうに考えます。

（犯罪被害者についての）施策には、やはり犯罪被害者等基本法の影響が大変大きいと思い
ます。皆さんはもちろん条文に一回は目を通されていることと思います。

犯罪被害者等基本法の中でメンタルヘルスに関係するのは14条になります。「保健医療サー
ビス及び福祉サービスの提供」です。

私はあらためて条文を今日見直してきましたが、条文では「国や地方公共団体が、心理的外
傷とその他の犯罪等により心身に受けた影響から回復できるようにするための施策を講じるべ
きである」、ちょっと簡略化しましたけど、こう言っているわけです。

はっきりここで「心理的外傷」という言葉まで入っています。ですから、法律の中でも精神
健康の回復がとても重視されていると私は感じました。

そしてまた基本法は骨格ですから、それを実施するために基本計画があるわけです。基本計
画の基本方針と重点課題を見ていただきますと、五つの重点課題の中の一つは、やはり「精神
的・身体的被害の回復」という言葉になっております。

またそれは、被害者の方の「個々の事情に応じて」かつ「途切れなく」。この「途切れなく」
というのは単に切れないという意味ではなく、私の理解では「回復するまでの間ずっと」とい
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う意味もあると思っていますが、「提供すべきこと」だということで、とても力を入れたテー
マであるというふうに思います。

今までお話ししたような、犯罪被害者の方の深刻な心の傷、精神的な苦痛に対して、どのよ
うな支援が提供できるのかということですが、３段階の提供できるものがあるのではないかと
思います。

一つは、被害者になった方全員が必要としているもの。その上に、より専門的なといいます
か、より心のケアに特化した支援を求めている方がいらっしゃるであろう。最終的に、ＰＴＳ
Ｄであるとか、うつ病のような精神疾患を抱えられた方に提供するものがあると思いますので、
この３段階でお話をしていきたいと思います。

まず、被害者の方全員に必要とされていることです。もちろん傾聴は、どんな方も必要かも
しれないと思いますが、それ以前に、被害者の方が今求めているものがあると思います。

こちらはＰＦＡ、Psychological First Aid と呼ばれる、心理的応急処置と日本語ではいいま
すが、これが定めている急性期の心のケアの原則です。ＰＦＡはテロや災害のような、どちら
かというと集団の被害に対して作られたプログラムですが、個々の犯罪被害者の方にも該当す
る重要な指針であるというふうに思っています。

ここで何を言っているかというと、急性期においては、苦しんでいる人、助けを必要として
いる人にまず、その人が必要としている支援を提供することが最も重要であるということです。

これはむしろ皆さんは当たり前のことというふうに思うかもしれませんが、意外に専門家に
なると、特に私たちのようなメンタルヘルスの専門家になると、災害の現場でもカウンセリン
グしようとか考えちゃうんです。このイラストじゃないですけど、猫の手も借りたいような時
に、カウンセリングしましょうではないというのはわかりますよね。

この方が必要としているのは、もしかしたら荷物を一緒に運ぶことかもしれないと思います。
被害者の方は情報であったり、大事な家族の安否であったり、様々な必要としていることがあっ
て、まずそこに焦点を当てなければいけません。

そして、その方の話したいことは傾聴するけれども無理強いはしないこと、何よりも安心で
きるようにすること、必要としている資源に結びつけていくこと、そして、それ以上、危害を
受けないということ。そういうことに配慮すべきだという指針があります。

このことによって被害者の方は、ご自身の回復する力、これをレジリエンスといいますが、
それを強化することができます。ですから、急性期において私たちが行うことは、被害者自身
の方が回復できるように、そして、被害者の方々が安心できるように、そういう広い支援であ
るということが言えます。

先ほども言ったようにＰＦＡは集団の災害等に適用するものなので、若干、個別の被害に適
用しにくいところがあります。そこで、私たちのほうで「急性期心理社会支援ガイドライン」
を作成しました。この作成に当たっては、全国ネットワークの団体の方に大変ご協力いただい
たと思います。

PFA と大体は同じですが、例えばその中でも被害者に特有の問題、二次被害等に配慮する
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ことなどを入れてあります。こちらの
ほうは先ほどの「犯罪被害者のメンタ
ルヘルス情報ページ」からダウンロー
ドできますので、よかったら見ていた
だきたいと思います。

このような急性期の支援は、私が最
初にお話しした「ピマ カウンティ」の
プログラムが、まさにそうなんですね。
日本でも犯罪被害者等早期援助団体が

作られるようになり、このニーズに応えられるようになったというふうに思っております。
現在は全国で47団体もあります。しかし、47団体もあるけれども、県に１カ所しかないのに

急性期に届けるのは、非常に実は難しい問題ではないかと私は思っており、十分かといわれる
と、まだまだきっと十分ではないところがあると思います。

日本で進展してきた急性期介入のもう一つの柱は性暴力被害者に対する支援です。欧米では
1970年代からレイプクライシスセンターといって、性暴力被害者に対する被害者支援が先行し
ていますが、日本はどういうわけだかこれが遅れていたという印象があります。

しかし、近年ようやく、推進されるようになり、特に内閣府の男女共同参画局が中心になっ
ていると思いますが、現場の支援者の方とタッグを組みまして、2017年には支援交付金もでき、
現在は47都道府県に53団体が作られています。全国ネットワークの団体も、両方行ってらっしゃ
るところがあるというふうに聞いております。

このワンストップ支援センターというのは、まさに急性期の性暴力被害者のニーズに応える
ものです。こちらでお示ししたのは、その草分けである、大阪の「ＳＡＣＨＩＣＯ」という団
体で、加藤先生とおっしゃる産婦人科の先生がご自身の努力で始められていたものを、団体と
して確立していったところです。

ここでは24時間のホットラインと、性暴力被害者のためのケアや証拠採取等も行っています。
ここにメンタルヘルスを行う方が連携しているという構図になっています。

こちらは病院設置型というものですが、なかなかそこまでできるところはまだ少なくて、地
域で連携しながら提供しているというところが多いと思います。

被害者の方が今必要としているニーズに応えたうえで、さらに心のケアを必要とされる方に
対して提供しているのが、皆さんが行っていらっしゃるカウンセリング等ではないかと思いま
す。

支援機関でのカウンセリング体制については、まず警察での進展があると思います。私が調
べたところ、45都道府県警で185人の専門職員が配置されており、うち臨床心理士が105人です
から、専門職の方が携わるようになっていて、民間の被害者支援団体の方が入れない部分でも
警察のほうで提供されているところがあると思います。

こちらは、武蔵野大学が厚生労働省からの委託で一昨年度に行った調査ですが、ワンストッ
プ支援センターや全国被害者支援ネットワークの加盟団体に聞き取ったところ、臨床心理士や



 ─  18  ─ 

公認心理師が半数以上の団体でいらっしゃることがわかりました。
もちろん専門施設のようなサービスを提供するのは難しいかもしれませんけれども、被害者

の方の心のケアが、こういった団体の中でもできるようになってきていると思います。
もちろん一般の支援員の方も、研修の中で基本的なスキルを身につけられているのではない

かと思います。
ただ、被害者の方が実際にそういうところにアクセスできているかというと、それは難しい

ということがあります。その問題に対して、全国ネットで「こころちゃん」というアプリを作
られたんですよね。

恐らく、被害者支援団体に電話をするということに対しても、性暴力被害者の方とか、すご
く障壁があると思います。そういう方々のためには、自分で探せる情報は、とても大事ではな
いかと思っておりますし、これを被害者の方だけでなく、周りの方が見ることによって二次被
害の防止にもつながるのではないかと思います。

最後の段階、精神疾患を有する被害者に対するケア、これが私たちの専門になるわけですが、
ここは医療や心理専門機関が関係してくる部分ではないかと思います。

最初に、私たちが支援を始めた時にはＰＴＳＤについてほとんど知らなかったという話をさ
せていただきました。その問題はたぶん、だいぶ変わってきたとは思っています。例えば、日
本でもＰＴＳＤに関する薬の保険適用がなされておりますし、これからお話ししますが、心理
療法についても実施できる方が増えたり、研究も進められてきています。

こちらに、国際トラウマティック・ストレス学会の一番新しい「ＰＴＳＤ治療のガイドライ
ン」を示しました。

ここで１カ所ミスがありまして、薬物療法で「推奨レベルの薬物はない」と書いてしまった
んですけど、これは「強い推奨レベル」の「強い」が抜けていまして、推奨はしております。
ただ、効果は小さいですね。

これは国際的な学会で提示されているものですが、この中でも、パロキセチンやサートラリ
ンについてＰＴＳＤの医療保険の適用に日本でもなっておりますし、特に強く推奨されている
治療、認知処理法やＥＭＤＲ、そして、子どものトラウマフォーカスト認知行動療法、持続エ
クスポージャー療法は日本でも実施ができるようになっております。

そういう意味では1990年代の頃、何もなかった状況に比べると随分、手駒といいますか、ス
キルとしては増えたのではないかと思います。

特に心理療法の中でも、理事の飛鳥井先生も中心になって普及や研究されていらっしゃいま
すが、持続エクスポージャー療法、Prolonged Exposure Therapy なのでＰＥと私たちは呼ん
でいますけれども、これについては日本でも医療保険の適用になっております。確か都民セン
ターではセンターの中で、こちらを提供されているのではないかと思います。

もう一つ大事なことは、このような治療を使うに当たって経済的な支援があるかどうかとい
うことだと思います。

犯罪被害給付制度については、実は最初の頃はメンタルヘルスに関して給付制度は使いにく
かったんです。ここにあるように、重傷病給付金では、こちらは「入院３日以上」が条件だっ
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たんですね。精神疾患では、あんまり被害者の方、入院はしないんです。ＰＴＳＤでも入院さ
れることはめったにないです。

そうすると、非常に深刻な精神的ダメージを負っているにもかかわらず、給付制度の対象に
ならないという問題がありまして、2006年の改正の時に、精神疾患に対しては「加療１カ月、
３日間の労務不能」となりました。これであれば多くの方が該当します。

このことによって、ようやく精神疾患に関して犯罪被害給付制度が使えるようになりました。
今、皆さん当たり前のようにご紹介されているかもしれないですが、結構最近の話なんです。

しかし、これはあくまでも医療に対して行われるものであって、例えば、心理師（心理士）
の方が単独で行うカウンセリング等には支払われません。例えば、武蔵野大学の心理臨床セン
ターの費用では、これが使えないんです。

カウンセリング費用の公費負担というのが、（メンタルヘルスにとって）ずっと、基本計画
の中の大事な焦点だったのですが、ようやく2016年に、警察庁のほうで公費負担制度を作って
いただいて、カウンセリングでも公費負担ができるようになりました。

また、いろいろな地方自治体でカウンセリング費用の助成を行っています。例えば東京都で
は、性暴力・性犯罪被害者に対して助成を行っています。

このようなメンタルヘルスを行う人たちの育成も非常に
重要です。基本計画の中では公認心理師や臨床心理士の教
育の中でとりあげられています。

公認心理師の教育課程では、かなり犯罪被害者について
学ぶところがあります。試験にも問題が出たりするぐらい、
公認心理師や臨床心理士の方はしっかり学べるようになり
ました。

医療関係者については私が在籍中は国立精神・神経医療研究センターで研修をずっと行って
いました。現在は厚生労働省がＰＴＳＤ等の治療専門家の育成ということで研修を継続して
行っています。

このような形で、1990年代の初めに比べると様々な支援が進んできたわけですが、一番大事
なことは、最初に私が言ったこと、これが被害者の方にとってどうかということです。私た
ちがいくら（制度を）作っても、（被害者の方に）届いていなかったら何の意味もないんです。
実際に、こういった精神医療やケアは被害者に届いているのかということを調べてみました。

平成21年度の犯罪被害者類型別調査を見ると、被害者の方で相談・カウンセリングや医療保
険を使っているのは８％以下なんです。本当にわずかの人しか使っていませんでした。

それが増えたかというと、平成29年度の調査では、地方自治体・福祉機関・医療機関の支援
を受けた人は5.5％でした。それほど進んでないんです。これは大変ショックなことだという
ふうに感じています。

それを反映してか、被害者の方が望む施策として３割近い人が、メンタルヘルスの専門家を
育成してほしいと回答しています。支援が被害者に届いていないんですね。
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こ れ は、 警 察 庁 と 日 本 ト ラ ウ マ
ティック・ストレス学会が共同して
行った調査で、（メンタルヘルス専門家
が）犯罪被害者のＰＴＳＤに、先ほど
述べたような専門的な治療をどれぐら
い使っているかを調べた結果です。一
般的なカウンセリングが圧倒的に多く、
Prolonged Exposure（ Ｐ Ｅ ） は ２ 割
ちょっとなんですね。

実は同じような調査を2005年にトラウマティック・ストレス学会がやっています。その時の
調査で、ＥＭＤＲで比較すると、約30％でした。これは少ししか増えていない状況です。
（支援の）駒はできたけど、行う人がそんなに増えていない、提供できてないというのが、

ここからも見て取れます。
そして、先ほどお話しした、武蔵野大学が行った調査で精神科医療機関になかなか紹介でき

ない理由の一つは、子どもの被害者に対応する医療機関がないことがあります。そのほかには、
ＰＴＳＤの専門的な治療を受けられないとか、犯罪被害者に理解がある医者がいないというこ
とがあげられました。
「（被害者に適切な）医療機関の情報が少ない」ということは改善できるとは思いますが、先

ほど述べたような問題が残っていることがわかりました。

まとめです。本日の話を振り返り、今後どのようにつなげていくかということなんです。犯
罪被害者支援の中で、精神的な健康の回復と、その支援や治療は非常に重要なものです。

日本でもＰＴＳＤの専門治療を行う人も増えました。その費用の公費負担制度もできました。
しかし、それがどうもまだ届いていない。特に児童精神科の不足が被害者の問題だけではあり
ませんが、指摘されています。

また、被害者支援団体から精神科医療機関への紹介が、まだ進んでいないという現状があり
ます。これをどのように改善していったらいいのでしょうか。

この話は、たぶん10年ぐらい前にも私は被害者学会でお話しした記憶があるんです。もちろ
ん進んではきています。進んではいるけれども個々の連携で進んでいる感じがあって、組織的
に進んでいるというところまでは、ちょっとまだ行っていないような印象があります。これは
私たちのような医療者側の問題も非常に大きいとは思っております。

ですので、今後についてどのようにしていったらいいかというのことについては、個々の団
体の連携は非常に重要だと思います。皆さんの地域の中でメンタルヘルスの専門家がいないと
いうことで終わるのではなくて、（皆さんが）育てるというところまで持っていっていただき
たいと思う気持ちがあります。

しかし、それだけではやはり個々の努力にとどまってしまいますので、メンタルヘルスに関
する学術団体や行政機関との連携の仕組が必要です。例えば、ＰＴＳＤの治療拠点病院が必要
ではないかということは結構提案されていますが、なかなか実現していません。そういったこ
とについても皆さんのような支援団体が、必要だという声をあげてくださったりとか、このよ
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うな被害者支援にかかわる団体が、学術団体と組織として連携していくことが必要ではない
かと思います。

少し、今足りない部分についてばかりお話をしてしまいましたが、（被害者支援は）昔に比
べて本当に進んではきていて、支援につながった方たちにとっては、とても密なサービスが
提供できる状況にはなっていると思います。

支援につながっていない方々にどう対応するのかというのは、たぶんどこでも言われるこ
とだと思いますが、私たちのような医療や心理の関係者と皆さんとが共に手を携えて行って
いけたらよいのではないかと思っております。

以上で私の話を終わらせていただきます。長時間ご清聴ありがとうございました。

発行：公益社団法人全国被害者支援ネットワーク




